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第１回港湾行政マネジメントに関する研究会議事概要 
 
○日時：平成１６年１０月１４日（木）１０：００～１２：００ 
○場所：大手町サンスカイルーム（朝日東海ビル２７階） 
 
○主要意見 
・ 港湾行政マネジメントには、アカウンタビリティの向上と行政内部の執行業務の効率化

という２つの側面があり、政策と現場とのリンケージが必要である。港湾行政における

本研究会のような取り組みは、諸外国でもまだ例がなく、見習うモデルがないという状

況である。 
 
・ 港湾関係のプレーヤーごとの関係がわかる相関図、それぞれが港湾に求めているサービ

スなど整理してはどうか。特に顧客主義というのは大事であり、港湾にとっての顧客や

ステークホルダー（利害関係者）は誰なのかを整理すると目標がわかり易くなる。また、

物流、環境など港湾の業務のフェーズとしてどういうものがあるか、さらには地方レベ

ルの目標が中央の目標にどう寄与するかなどの整理もあるとよいのではないか。 
 
・ アウトカム指標については、「わかり易いか」、「納得できるか」など、関係者、国民な

どを巻き込んでいく必要もある。指標の切り口として、「オペレーション」、「マネジメ

ント」、「社会インパクト」という３つの階層レベルでの指標が想定されるのではないか。 
 
・ 指標の検討などにあたっては、SCM（サプライチェーンマネジメント）など、物流分野

における高度化なども念頭におき、戦略的な方向性を出せるような指標の検討も必要で

はないか。また、全国ベースの指標とは別に、現場でやりたいと思っていることについ

て現場独自のアウトカム指標が出てきてもよい。 
 
・ 指標の設定・評価にあたっては、例えば他港との貨物量の競合などについても考慮する

必要があるのではないか。 
 
・ インセンティブを付与するための評価指標は非常に大切であるが、１つの目標に１つの

指標では、その指標のみの達成を目指すといった弊害も生まれかねないので留意が必要

である。 
 
・ 静岡県では、県全体の指標としての総合計画指標、さらにその部局単位の管理指標を設

定し、公表するとともに、達成度の報告などもおこなっている。指標の達成度に関して

は、統計の制約などもあり、進捗状況をうまく捉えきれないケースもあるので注意が必

要である。 
 
・ 三重県の評価では、目標達成のためにいろいろな施策がどう役立っているかという膨大

なロジックモデルを構築し評価を行っている。そういう努力がないと政策評価そのもの

の意義がなくなる。 

資料１



第 1 回研究会における主な意見と対応案 

 
 指 摘 事 項 対 応 案 備考 

1 

・港湾関係のプレーヤーごとの関係がわかる相関図、それぞれが港湾に求めている

サービスなど整理してはどうか。特に顧客主義というのは大事であり、港湾にと

っての顧客やステークホルダー（利害関係者）は誰なのかを整理すると目標がわ

かり易くなる。また、物流、環境など港湾の業務フェーズとしてどういうものが

あるかなどの整理もあるとよいのではないか。      

・相関図による港湾関係のプレーヤーごとの関係、港

湾活動における影響マップによる各主体が港湾に求

めているサービス、さらには港湾行政の使命、目標、

施策などを物流、環境などの分野別に整理。 

資料３ 
資料４ 

2 

・指標の検討などにあたっては、SCM（サプライチェーンマネジメント）など、

物流分野における高度化なども念頭におき、戦略的な方向性を出せるような指標

の検討も必要ではないか。また、全国ベースの指標とは別に、現場でやりたいと

思っていることについて現場独自のアウトカム指標が出てきてもよい。 

・物流分野における高度化なども念頭においた全国的

な統一指標や、個別の事務所など独自での設定も許

す現場のマネジメントに資する個別指標という 2 種

類の指標の導入を検討。 

資料４ 

3 

・三重県の指標では、目標達成のためにいろいろな施策がどう役立っているかとい

う膨大なロジックモデルを構築し評価を行っている。そういう努力がないと政策

評価そのものの意義がなくなる。                
・アウトカム指標については、「わかり易いか」、「納得できるか」など、関係者、

国民などを巻き込んでいく必要もある。指標の切り口として、「オペレーション」、

「マネジメント」、「社会インパクト」という 3 つの階層レベルでの指標が想定さ

れるのではないか。                  

・施策や事業が港湾行政の使命や目標を達成するため

にどのように役立っているかを明らかにするため、

計画、施工、供用の各段階におけるアクティビティ

のフロー図やアウトカムのフロー図（ロジックモデ

ル）を作成して階層構造を整理し、指標を検討。 

資料５ 

4 

・港湾行政マネジメントには、アカウンタビリティの向上と行政内部の執行業務の

効率化という 2 つの側面があり、政策と現場とのリンケージが必要である。港湾

行政における本研究会のような取組みは、諸外国でもまだ例がなく、見習うモデ

ルがないという状況である。                  

・アカウンタビリティの向上と行政内部の執行業務の

効率化という 2 つの側面を評価する指標を考え、マ

ネジメントの基本的な枠組みを検討。 

資料４ 
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資料２



0

資料３

港湾における関係主体とその関わりについて

1.港湾における関係主体と相関図
2.港湾活動に対する影響マップ



1

港湾港湾

港湾管理者港湾管理者

関係行政機関関係行政機関
（通関、検疫、（通関、検疫、
入管、海保等）入管、海保等）

港湾の利用者港湾の利用者
（物流事業者、（物流事業者、
荷主）荷主）

国国
（国土交通省港湾局、（国土交通省港湾局、
地方整備局等）地方整備局等）

国民等国民等
（エンドユーザー、（エンドユーザー、

納税者）納税者）

地域住民等地域住民等
（居住者、（居住者、
漁業者）漁業者）

1) 港湾における関係主体と相関図

・港湾計画策定に関わる
技術的助言
・港湾計画の審査
・港湾プロジェクトの事業実施

等

・港湾計画の策定
・港湾プロジェクトの事業実施
・港湾の管理・運営

等

・輸入品の消費
・納税

等

・貨物の海上輸送
・港湾における貨物の荷役
・貨物の背後への輸送
・貨物の輸出入

等

・港湾近隣での日常生活
・漁業活動

等

・輸出入貨物の通関
・出入国審査
・動植物の検疫
・入港許可

等
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規範事項

活 動

計画段階

港湾計画
の策定

三大湾の広域港湾
整備構想（地方整備局）

地方ﾌﾞﾛｯｸの港湾ビジョン
(地方整備局等）

⑤地域住民等
(居住者、漁業者）

⑥国民等④港湾の利用者③関係行政機関
（通関、検疫、入管、
海保等）

②港湾管理者
①国

（国土交通省港湾局、

地方整備局等） 荷主
物流
事業者 納税者

エンド
ユーザー

①港湾管理者の港湾計画の策定とそれに関わる国の技術的助言及び調整、重要港湾の港湾計画の審査
②個別の事業プロジェクトの事業実施に向けた国（直轄事業）や港湾管理者の検討

2-1) 港湾活動に対する影響マップ（計画段階）

効果・影響等

技術的助言、関係
する港湾管理者間調整
（地方整備局等）

重要港湾の港湾計画
審査（国土交通大臣）

港湾計画の基本的な事項
を定める省令（基準省令）

新世紀港湾ビジョン｢暮らし
を海と世界に結ぶみなとビ
ジョン」等（平成12年12月）

地方ブロック重点整備方
針（平成16年3月作成）

事業実施に向けた検討
・「必要性」、 「効率性」 、「緊急性」から事業計画を検討、公表

・効率的
な事業
計画の
要求

・物流コ
ストが
低減す
る事業
の要求

・地域住民等の意向
を取り入れ、周辺環
境に配慮した事業実
施の要求

・港湾利用者の意
向を取り入れた事
業実施の要求

社会資本整備重点計画
（平成15年10月閣議決定）

・地域住民等の意向
を取り入れ、周辺環
境に配慮した計画の
策定要求

・港湾利用者の意
向を取り入れた計
画の策定要求・各種施策

の取組状
況・港湾整
備への要請

港湾の開発、利用及び保全
並びに開発保全航路の開発

に関する基本方針
（平成16年10月国土交通省告示）

交通政策審議会答申（※注）
（平成14年11月）

※注「経済社会の変化に対応し、国際競争力の強化、産業の再生、循環型社会の構築などを通じてより良い暮らしを実現する港湾政策のあり方」について



2-2) 港湾活動に対する影響マップ（施工段階）

3

①国、港湾管理者の単年度の事業実施計画の策定
②国、港湾管理者による建設工事等の事業の施工

施工段階
新世紀を拓く港湾の技術
ビジョン（平成13年5月）

⑤地域住民等
(居住者、漁業者）

⑥国民等④港湾の利用者③関係行政機関
（通関、検疫、入管、海保
等）

②港湾管理者①国

（国土交通省港湾局、

地方整備局等） 荷主
物流
事業者 納税者

エンド
ユーザー

地方整備局の技術開
発ビジョン（平成13～

14年度）

公共事業コスト構造改革
プログラム(平成15年9月）

建設副産物適正処理
推進要項（リサイクル
原則化ルール等）

・
事
業
費
縮
減
に
よ
る
租
税
の
効
果
的
使
用
の

要
求

・港湾工事の
施工時におけ
る港湾機能の
水準確保等の
要請

・港湾施設の
早期供用の要
求

・港湾工事の
施工時におけ
る環境被害・
漁業損失への
対策補償等の
要求

・港湾工事の施
工時における海
上・陸上交通等
の安全確保等
の要求

・リサイクル等の
推進の要求

・
物
流
コ
ス
ト
に
影
響
を
与
え
な
い
施
工
の
要

求年度事業実施計画の策定
・漁業補償、安全対策等の実施条件の整備
・新技術の導入等の技術的検討
・個別の調査、設計

建設工事等の事業の施工
・個別の工事の発注
・個別の工事の監督検収
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⑤地域住民等
(居住者、漁業者）

供用段階

⑥国民等④港湾の利用者③関係行政機関
（通関、検疫、入管、
海保等）

②港湾管理者①国

（国土交通省港湾局、

地方整備局等）

技術的助言、関係する
港湾管理者間調整
（地方整備局等）

国有施設の管理委託
（地方整備局等）

荷主
物流
事業者 納税者

エンド
ユーザー

①港湾管理者による物流埠頭の経営
②港湾活動に関する保安業務の実施、情報の開示等

2-3) 港湾活動に対する影響マップ（供用段階）

次期の計画・施工・供用段階へと発展

・民間
事業者
の設備
投資

物流機能を発揮する
埠頭として全体管理

スーパー中枢港湾、
リサイクルポート、
物流特区等の指定

国有財産としての
資産利用効率の管理

港湾利用に係る諸
手続円滑化の支援

・港湾サービスの
向上による物流コ
スト削減の要望

・良好な生活環境，
漁労環境確保の
要望

・港湾サービスの
水準に関する有益
な情報提供の要望

・港湾活動に関す
る学習・見学の機
会提供への要請

物流埠頭の経営
・ポートセールス等
の利用振興活動
の展開
・港湾諸手続きの
円滑化の促進
・港湾管理者財政
の改善

保安業務の実施

改良、維持業務の実施
・港湾利用に伴う
居住環境，漁労環
境への影響に関
する意見の提供

・港湾サービスの
水準、施設状況に
関する意見の提供

Next Step

港湾活動に関する情報等の開示
（港湾統計等の情報提供）

（港湾活動に関する学習・見学等）

・
港
湾
施
設
の
能
力
を
最
大
限
に
活
用
す
る
た
め
の
有
効
的

な
港
湾
運
営
の
要
望

・
物
流
コ
ス
ト
の
低
減
に
よ
る
高
質
で
安
価
な
商
品
の
購
入
へ

の
要
望
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資料４

港湾行政マネジメントに関する基本的な枠組みについて

1.港湾行政マネジメントサイクルの確立に向けた検討事項
2.港湾行政マネジメントの基本サイクルと検討事項について
3.港湾行政マネジメントの導入イメージ



1

検討①：行政の効率化、説明責任の履行、現場の改革に資するアウトカム指標の検討
→誰（国民、ﾕｰｻﾞｰ、現場等）にとってのどのような指標とするか？
→マネジメントの単位や評価の単位をどのように考えるか？
→指標の目標値設定や実績値のデータ取得体制はどうあるべきか？

検討②：アウトカム指標の達成度評価とマネジメントサイクル確立に向けた検討
→指標の達成度や未達成の状況をどう評価するか？
→評価結果の予算などへのフィードバックをどう行うか？
→評価の関連主体（国、港湾管理者、関係省庁等）に応じた評価はどうあるべきか？

計画・目標等の設定①⑨
（社会資本整備重点計画、港湾計画等）

予算の決定③

施策・実施事業選定②
(新規事業採択時評価・再評価)

事業・施策の実施④

施策改善・予算等の検討･フィードバック

⑧⑫

PLAN

DO

SEE

公表
公表

政策ﾁｪｯｸｱｯﾌﾟ(業績測定)⑤
政策レビュー⑥
事業評価(再評価・事後評価)⑦

マネジメント評価⑪

ACTION

CHECK

現場におけるマネジメント

改革⑩

①計画目標等の設定
②施策・実施事業選定
③予算の決定
④事業・施策の実施
⑤業績測定
⑥政策レビュー
⑦事業評価
⑧施策改善・予算等の検討

導入済みプロセス

⑨国民および使う側に立った指標の
整備(アウトカム指標)

⑩現場におけるマネジメント改革
(日々の改善)

⑪マネジメント評価
⑫組織・予算・人事等へのフィード
バック

新たな導入ﾌﾟﾛｾｽ（案）

1）港湾行政マネジメントサイクルの確立に向けた検討事項

（第1回研究会資料（平成16年10月14日）より再掲）



2) 港湾行政マネジメントの基本サイクルと検討事項について

2

行政の効率化、説明責任の履行、現場改革の実現を目指した港湾行政マネジメ
ントサイクルの確立を目指し、これまでのサイクルに加えて下記を検討する。

【①使命および目標等の明確化】
・港湾行政の使命、目標など戦略プランの
明確化

【⑤目標値の達成度比較・分析等】
・目標値の達成度など、指標を比較・分析

【②指標の選定】
・アウトカムの流れ図（ロジックモデル）によ
るアウトカムの選定
・アウトカム指標候補の選出
・アウトカム指標の選出

【③目標値の設定】
・目標値の決定、合意の形成

【④指標のフォローアップ】
・データの収集方法、時期、保存等の検討
・指標のフォローアップ

■港湾行政マネジメントの基本サイクルと検討事項

①使命および目標等
の明確化

③目標値の設定

②指標の選定

④指標のフォロー
アップ

次年度のPDCAサイクルへ
の反映

PLAN

DO

SEE

公表 公表

⑤目標値の達成度比較・
分析等

ACTION

CHECK

■港湾行政マネジメントの基本サイクルと検討事項

①使命および目標等
の明確化

③目標値の設定

②指標の選定

④指標のフォロー
アップ

次年度のPDCAサイクルへ
の反映

PLAN

DO

SEE

公表 公表

⑤目標値の達成度比較・
分析等

ACTION

CHECK

①使命および目標等
の明確化

③目標値の設定

②指標の選定

④指標のフォロー
アップ

次年度のPDCAサイクルへ
の反映

PLAN

DO

SEE

公表 公表

⑤目標値の達成度比較・
分析等

ACTION

CHECK

第
２
回
研
究
会

第
３
回
研
究
会

第
４
回
研
究
会



① 使命および目標等の明確化　（港湾行政の戦略プラン）

港湾行政の使命
　  1.生き生きとした暮らし
　　2.活力ある経済社会
　　3.日々の安全
　　4.美しく良好な環境
　　5.多様性ある地域

国土交通省の使命
人々の生き生きとした暮らしと、これ
を支える活力ある経済社会、日々
の安全、美しく良好な環境、多様性
ある地域を実現するためのハード・
ソフトの基盤を形成すること。

国土交通省の使
命を実現するため

1.活力
国際競争力の強化と国民生活の質の向
上に資する海上輸送サービスの確保・産
業空間の形成

1.国際海上
コンテナ輸
送の進展
に対応した
物流ネット
ワークの形
成

2.産業競
争力を強
化する多
目的国際
ターミナル
の拠点的
再配置

3.複合一
貫輸送等
に対応した
国内海上
輸送ネット
ワークの
形成

4.港湾及
び航路に
おける安
全と海上
輸送にお
ける信頼
性の確保

3.環境
循環型社会の構築など環境問題への対応

1.港湾を拠
点とする広
域的な静
脈物流シ
ステムの構
築

2.港湾、
海域にお
ける良好
な環境の
形成

3.良好
な海洋
環境の
形成

4.廃棄
物処理
対策の
推進

2.安全
安全で安心な地域づくり

1.地震時
等災害時
における
物流及び
臨海部防
災拠点機
能の確保

2.海上
レクリ
エーショ
ン活動
等の安
全性の
確保

3.港湾に
おけるテ
ロ等に備
えた保安
レベルの
向上

4.暮らし
みなとまちづくりの推進

2.港湾空
間におけ
る良好な
環境の実
現

効率性・透明性
効率的で透明性の高い行政の実現

　1.効率的・効果的な行政運営
　　①運営手続きの簡素化・迅速化
　　②コスト等縮減への対策
　2.国民に開かれた行政運営
　　①行政情報等の公開
　　②PIの実施

国際海
上コン
テナ
ターミ
ナルの
整備

情報
化、24
時間フ
ルオー
プン化
の推進

多目的
国際
ターミ
ナルの
整備

複合一
貫内貿
ターミ
ナルの
整備

臨港交
通施設
の整備

国際幹
線航路
の整備

総合静
脈物流
拠点港
（リサイ
クル
ポート）
の形成

静脈物
流ネッ
トワー
クの構
築

干潟等
の保
全・再
生・創
造の推
進

湾内
海洋
環境
の形
成

廃棄
物海
面処
分場
の整
備

広域廃
棄物処
分場
（フェ
ニック
ス）の
整備

スー
パー
フェ
ニック
ス事業
の推進

耐震強
化岸壁
等の整
備

プレ
ジャー
ボート
の係
留・保
管対策
の推進

沈廃船
処理対
策の推
進

港湾施
設の保
安対策

港湾施
設のバ
リアフ
リー化
の推進

みなと
まちづ
くりの
推進

港湾緑
地の整
備

1.地域交
流拠点と
してのみ
なとまち
づくりの
推進

国土交通省の基本的な目標
1.自立した個人の生き生きとした暮らしの実現（多様性と自由な選択）
2.競争力のある経済社会の維持・発展（国際競争力と時代潮流）
3.安全の確保（情報共有と国民の主体的行動）
4.美しく良好な環境の保全と創造（地球環境と美しい日本）
5.多様性ある地域の形成（個性と自立）

使
　
命

目
　
標

施
　
策

事
　
業

資料）「社会資本整備重点計画」、「国土交通省の使命、目標、仕事の進め方(H13.1)」などより作成

の実現

3



②指標の選定手順（案）

4

・計画、施工、供用の各段階におけるインプット、活動（アクティビティ）、アウトプット、アウトカム

(1)港湾物流に関わる施策のアウトカムの流れ図（ロジックモデル）

(2)アウトカムの選出

(3)アウトカムに関わる指標候補案の選出

(4)指標案の選定

・特定の施策などが目指す結果を表すことができるアウトカム
・行政の効率化（競争原理、現場主義）に資するアウトカム
・国民への説明責任など（成果主義、顧客主義）に資するアウトカム

・エンドユーザーに限らず、中間顧客（港湾利用者など）の成果に関わる指標
・競争原理によるベンチマーキングなどを目的とした全国的な統一指標
・個別の事務所など独自での設定も許す現場のマネジメントに資する個別指標

・アウトカムにとっての重要性や適切性、わかりやすさ
・データの収集や費用、継続性
・指標の独自性や加算性 など



5

（参考）供用段階のロジックモデルとアウトカム候補ならびに指標案（イメージ）

インプット／
アクティビティ アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

国際海上コンテナ
ターミナルの整備

多目的国際ターミ
ナルの整備

複合一貫内貿ター
ミナルの整備

臨港道路の整備

国際幹線航路の
整備

ポートセールスの
実施

港湾利用の
促進

・航路数
・入港船舶数
・取扱貨物量
・提携姉妹港

大型船舶が航行
可能な航路の供

用

臨港道路の
延長

・臨港道路の延長
・臨港道路の交通容量

物流ターミナルの
供用

・埠頭用地面積
・泊地面積
・バース数
・供用岸壁の延長
・大水深岸壁の延長
・荷役機械設置台数
・荷役機械処理能力

陸上輸送距離の
短縮

・平均陸上輸送距離
・最寄ICまでの距離
・陸上輸送半日往復圏の
人口カバー率
・域内発着貨物量増加率

臨港道路における
渋滞の減少

・渋滞発生時間
・渋滞による損失費
用
・夜間のゲート利用料
・平均走行速度

港湾荷役の
効率化

・時間当り荷役量
・荷役機械当り荷役量
・夜間、休日利用量

船舶の大型化へ
の対応

・大型船の寄港隻数
・大型船の寄港比率
・コンテナ船の就航船型

陸上輸送コストの
低減

・陸上輸送コスト低減額
・平均陸上輸送時間
・最寄IC平均到達時間短
縮率

荷役コストの低減

・港湾施設使用料低減率
・ターミナルリース料金低
減率
・入港料金低減率

国際競争力の強
化と国民生活の
質の向上に資す
る海上輸送サービ
スの確保・産業空
間の形成

・製造業海外生産比率
・消費者物価指数
・輸入生鮮食料品国内価格
・輸出自動車海外販売価格
・国際競争力ランキング・ボトルネック解消率

・利用状況の変化

国

管

国

管

国

管

国

管

国

管

物流コストの
低減

・海運を利用した物流コ
スト低減率

A

B

C

D

E

F

1 -1

2 -1 4 -1

2 -2

2 -3 4 -2

2 -4
1 -4

1 -3

1 -2

より効率的な施設
の利用

より安くて速いサービスの実現より安くて速いサービスの提供



コンテナ バルク ・・・ ・・・

（TEU等) （ｔ）

年度報告 四半期報告 年度報告 年度報告 　 年度報告 毎月報告 ・・・ ○○報告 ○○報告 ○○報告 △△報告 ・・・

1号バース（コンテナ） ○ - - - - 　 99% 　 ○○ - - -

2号バース（多目的） ○ - - - 60万トン 　 - 　　 - △△ - -

3号バース（コンテナ） ○ 3500TEU - 20万TEU - 　 - 　 - ○○ - -

4号バース（内貿） ○ - - ー 40万トン 　 - 　 - ○□ - -

○ ○ 3500TEU 60.0% 20万TEU 100万トン 　　 99% 　 ○○ △○ □□□ -

1号バース（多目的） ○ - - - - 　 102% 　　 - - - -

2号バース（多目的） ○ ○ - - - - 　 103% 　 △△ - - -

3号バース（多目的） ○ - - - 33万トン 　 - 　 - △○ - -

4号バース（内貿） ○ - - - 26万トン 　　 - 　 - □□ - -

○ ○ ○ - 45.0% - 59万トン 　 103% 　 △△ ○○ ○○○ -

○ ○ ○ 3500TEU 55.0% 20万TEU 159万トン 　 101% 　 □□ △□ △△△ -

1号バース（コンテナ） ○ 4500TEU - 25万TEU - 　 - 　 - - - ○○

2号バース（コンテナ） ○ 5500TEU - 40万TEU - 　 - 　 - - - ○○

3号バース（多目的） ○ - - ー 100万トン 　 - 　 - - - △△

○ 5100TEU 75.0% 65万TEU 100万トン 　 - 　　 - - - □□

1号バース（多目的） ○ 　 - - - - 　 97% 　 - - - ー

2号バース（内貿） ○ - - - 20万トン 　 - 　 - - - □△

○ - 20.0% - 20万トン 　 - 　 - - - ○△

○ 5100TEU 45.0% 65万TEU １20万トン 　 97% 　 - - - □○

　 　
　

共通指標（イメージ） 個別指標（イメージ）

指標
（施工中）

A事務所
のみ

指標

Ｂ事務所
のみ

バースの貨物取扱状況
に関する指標

指標

指標

A事務所
のみ

予定進捗率
の達成度

指標
（供用中）

Ａ事務所
のみ

指標②
港湾EDI
利用率

事務所名 施設の状況

B
事
務
所

C港　合計　OR　共通④

A港　合計　OR　共通①

B港　合計　OR　共通②

A事務所　合計　③(=①+②）

B
港

D港　合計　OR　共通⑤

A
事
務
所

B事務所　合計　⑥(=④+⑤）

施工
港湾名

A
港

バース

直
轄

D
港

C
港

・・・・補
助

供
　
用

指標①
コンテナ船
の就航平均

船型

各事務所にて統一的に
チェックアップする指標

各事務所にて独自に考え、進捗
などをチェックアップする指標

中枢・中核国際港湾におけ
る指標(A,C港のみ） 施工中の施設のみにより算

出される指標（Ｃ港なし）

個別の港湾全体毎に算出さ
れる指標（各港） 個別のバースデータの積み上げ

により算出される指標（毎年報告）

中枢・中核国際港湾にお
ける指標(A,C港のみ）

個別のバースデータの積み上げ
により算出される指標（毎月報告）

Ａ事務所の個別指標
・施工中のみの指標
・供用中に関わる指標
・事務事業経費節減など

事務所固有の指標　など

6

③ 指標並びにフォローアップ（イメージ）

指標は、共通指標と個別指標に大別。個別指標は事務所別などに設定することとなる。
共通指標でも、国際海上コンテナに関わる指標などは中枢・中核国際港湾などが対象。港湾EDI利用率
などは各港湾共通の指標。さらに、施工に関わる指標などは施工ターミナルがある港湾のみが対象。
指標のフォローアップは基本的には港湾単位および事務所単位（指標の算出に当たっては、貨物量など
バース単位で集計されるものもあれば、港湾EDI利用率のように港湾単位で集計されるものもある）。
指標によりフォローアップのタイミングは、四半期毎、年度毎など異なる。

○
○

○

○



3

資料５

指標（案）の選定について

1. アクティビティ・アウトカムのフロー図
2.指標選定カルテ（例）
3.指標（案）の選定



1

1-1) 「計画段階」を対象としたアクティビティのフロー図

社会経済情勢の変
化等に対応した計
画変更への取り組
み

地域住民、港湾利
用者等関係者との
調整の実施

・パブコメの実施回数
・パブコメで提出された意見数
・関係者との打合せ回数
・委員会の開催回数

地域住民、港湾利
用者の意見の港
湾計画への反映
などを検討

インプット アウトプットアクティビティ

事業の「必要性」、
「緊急性」の検討

・バースの貨物取扱状況指標
（取扱量、貨物伸び率、トン/m）
・バースの船舶利用状況指標
　（寄港隻数、接岸延べ時間等）
・経済損失額

事業の実施に向け
た検討

地域住民、港湾利
用者の意見を反
映した港湾計画の

策定

事業実施計画に
対する各種調整

等

エンドユーザー、
地域住民、港湾利
用者の意見を取り
入れた事業実施

計画

・港湾利用者満足度
・地域住民満足度

港湾計画に対する
各種調整等

事業の「効率性」
の検討

・対応策の検討数
・コスト縮減率
・新工法の導入件数
・Ｂ／Ｃ
・滞船減少率

・関係者との調整回数

・港湾利用者満足度
・地域住民満足度

課題の整理、対応
方策、計画案の検

討など

・利用者へのアンケート
実施回数
・利用者からの要望数

地方整備局などに
よる調整等

地方整備局などに
よる調整等

・港湾利用者満足度
・地域住民満足度

・関係者との調整回数

管
A 1 -1

本省（国土交通省
港湾局）による指
導、審査等

国

管

2 -1 3 -1 4 -1

国 国 国

1 -2 2 -2 3 -2B

5 -1

4 -2

管

国 ・・・国（国土交通省港湾局、地方整備局等）

・・・港湾管理者

【凡例2】（関係主体）

効率的・効果的な
行政運営の実現

国民に開かれた
行政運営の実現

・行政運営費削減率
・職員満足度
・残業時間短縮率
・省エネ対策実施件数
・業務改善提案件数

・HPアクセス件数
・情報公開件数

行　政　の　効　率　性 行　政　の　透　明　性

1 -3 2
-3

【凡例1】

・図中の□の下は指標例

国民への説明責任、行政の透明性などに
資する重要なアクティビティ

・・・

行政の効率化に資する重要なアクティビティ・・・



1-2) 「施工段階」を対象としたアクティビティのフロー図

国際海上コンテナ
ターミナルの施工

多目的国際ターミ
ナルの施工

複合一貫内貿ター
ミナルの施工

リサイクル材及び
新技術の導入

・リサイクル材利用率
・新技術導入件数

工事の進捗管理
の実施

建設費用の
変化

予定進捗率
の達成

・予定進捗率の達成度
・工期の短縮日数

インプット アクティビティ アウトプット

リサイクル材及び
新技術導入の検

討

・リサイクル材導入の検討件数
・新技術導入の検討件数

工事の進捗管理
の検討

・進捗管理の検討数

工事事故の防止
対策の実施

・水質環境レベル
・大気環境レベル
・騒音環境レベル

（安全対策）
工事事故の防止
対策の検討

国際幹線航路の
施工

臨港道路の施工 地元・環境対策の
実施

・地元・環境対策の実施件数

地元・環境対策の
検討

・防止対策の検討件数

施工中の円滑な
物流活動の遂行

・港湾利用者満足度
・施工中の航行制限時間
・施工中の航行制限隻数

港湾機能の
維持等の検討

・機能維持対策の検討件数

港湾機能の維持
等の実施

施工時の環境被
害、漁業損失の

軽減

・建設費用削減率

港湾施設の完成

・工事安全教育の実施件数
・施工中の工事事故件数

工事事故件数の
減少

・工事中の事故件数

・環境調査の実施回数
・工事説明会の実施件数
・工事説明会の参加人数

・機能維持対策の実施件数

2

国

管 A

1 -2

国

管

国

管

国

国

管

B

C

D

E

1 -3

1 -4

1 -5

1 -6 2 -6

2 -5

2 -4

2 -3

2 -2 3 -1

3 -2

3 -3

3 -4

3 -5

より経済的な構造
断面の導入

・構造形式などの導入数

より経済的な構造
断面の検討

・構造形式などの検討数
・構造断面などの比較数

1 -1
2 -1

効率的・効果的な
行政運営の実現

国民に開かれた
行政運営の実現

・行政運営費削減率
・職員満足度
・残業時間短縮率
・省エネ対策実施件数
・業務改善提案件数

・HPアクセス件数
・見学会の実施件数
・見学会の参加人数
・情報公開件数

行　政　の　効　率　性 行　政　の　透　明　性

1
-7

2
-7

【凡例1】

・図中の□の下は指標例

国民への説明責任、行政の透明性などに
資する重要なアクティビティ

・・・

行政の効率化に資する重要なアクティビティ・・・

管

国 ・・・国（国土交通省港湾局、地方整備局等）

・・・港湾管理者

【凡例2】（関係主体）

行 ・・・関係行政機関

保安対策の推進

国

管
F

耐震強化岸壁
の整備

国

管 G

行



1-3) 「供用段階」を対象としたアウトカムのフロー図

国際海上コンテナ
ターミナルの整備

多目的国際ターミ
ナルの整備

複合一貫内貿ター
ミナルの整備

臨港道路の整備

国際幹線航路の
整備

港湾諸手続の
簡素化への対応

保安対策の
推進

24時間フルオープ
ン化の推進

ポートセールスの
実施

港湾利用の
促進

・航路数
・入港船舶数
・取扱貨物量
・提携姉妹港

オープン時間の
延長

・CIQのオープン時間

保安対策の
実施

・フェンス延長
・保安対応バース数
・保安対応済み港湾数
・保安対応済み入港船舶数

手続きの国際標
準化への対応
(FAL条約対応)

ワンストップサー
ビス（シングルウィ
ンドウ）化の実現

大型船舶が航行
可能な航路の供

用

船舶の円滑な
航行の実現

・航行船舶平均速度
・事故発生率

臨港道路の
延伸

・臨港道路の延長
・臨港道路の交通容量

物流ターミナルの
供用

・埠頭用地面積
・泊地面積
・バース数
・供用岸壁の延長
・大水深岸壁の延長
・荷役機械設置台数
・荷役機械処理能力

陸上輸送距離の
短縮

・平均陸上輸送距離
・最寄ICまでの距離
・陸上輸送半日往復圏の
人口カバー率
・域内発着貨物量増加率

臨港道路における
渋滞の減少

・渋滞発生時間
・渋滞による損失費
用
・夜間のゲート利用料
・平均走行速度

港湾荷役の
効率化

・時間当り荷役量
・荷役機械当り荷役量
・夜間、休日利用量

船舶の大型化へ
の対応

・大型船の寄港隻数
・大型船の寄港比率
・コンテナ船の就航船型

船舶の滞船時間
の減少

・船舶滞船時間
・湾内静穏度

リードタイムの
短縮

・貨物積み卸し時間
・申請手続時間
・通関処理時間
・平均リードタイム
・港湾EDI利用率

陸上輸送コストの
低減

・陸上輸送コスト低減額
・平均陸上輸送時間
・最寄IC平均到達時間短
縮率

荷役コストの低減

・港湾施設使用料低減率
・ターミナルリース料金低
減率
・入港料金低減率

海上輸送コストの
低減

・海上輸送コスト低減額
・所要海上移動時間
・海上輸送運賃低減額

国際競争力の強
化と国民生活の
質の向上に資す

る海上輸送サービ
スの確保・産業空

間の形成

・製造業海外生産比率
・消費者物価指数
・輸入生鮮食料品国内価格
・輸出自動車海外販売価格
・国際競争力ランキング

インプット／
アクティビティ アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

・FAL条約と異なる手続
きの件数（相違件数）

・ボトルネック解消率

・入港拒否回避隻数

・シングルウィンドウ利用率
・Sea-NACCS連携率
・港湾EDI普及率

・利用状況の変化

国

管

国

管

国

管

国

管

国

国

管

行

国

管

管

行

管

3

行

物流コストの
低減

・海運を利用した物流コ
スト低減率

A

B

C

D

E

F

G

H

I

1 -1

2 -1 4 -1

2 -2

2 -3 4 -2

4 -3

2 -4

2 -5

2 -7

2 -6

4 -4

3 -1

1 -8

1 -7

1 -6

1 -5

1 -4

1 -3

1 -2

安全性の向上

・バースの貨物取扱状況指標
（取扱量、貨物伸び率、トン/m）
・バースの船舶利用状況指標
　（寄港隻数、接岸延べ時間等）
・経済損失額

耐震強化岸壁
の整備

国

管 J

耐震強化岸壁
の供用

1 -9

地震時等災害時
における物流機能

の確保

・港湾による緊急物資供
給可能人口

2 -8

・耐震強化岸壁整備比率

より安全・安心なサービスの実現

より安全・安心なサービスの提供

より効率的な施設
の利用

より安くて速いサービスの実現より安くて速いサービスの提供

効率的・効果的な
行政運営の実現

国民に開かれた
行政運営の実現

・行政運営費削減率
・職員満足度
・残業時間短縮率
・省エネ対策実施件数
・業務改善提案件数

・HPアクセス件数
・見学会の実施件数
・見学会の参加人数
・情報公開件数

行　政　の　効　率　性 行　政　の　透　明　性

2 -9 3 -2

【凡例1】

・図中の□の下は指標例
（※青文字は政策チェックアップ指標）

国民への説明責任、行政の透明性などに
資する重要なアウトカム／アウトプット

・・・

行政の効率化に資する重要なアウトカム／
アウトプット

・・・

管

国 ・・・国（国土交通省港湾局、地方整備局等）

・・・港湾管理者

【凡例2】（関係主体）

行 ・・・関係行政機関



2) 指標の選定カルテ（例-1）

4

指標の目的 より安くて・速いサービスの提供

アウトカム 船舶の大型化への対応

指 標 ①大型船の寄港比率 ②コンテナ船の就航船型

指標の定義 ①大型船の寄港隻数／寄港隻数 ②Σコンテナ船の寄港船型／コンテナ船の寄港隻数

データソース 港湾管理者の管理データ

■港湾管理者の入港関連データ（例）

■コンテナ航路のイメージ（例）

直接的 データ収集性 継続性 客観性 戦略的利用可能性

大型船の寄港隻数 △ ○ ○ ○ △

大型船の寄港比率 ○ ○ ○ ○ ○

指標選定の条件

指 標

アウトカム（成果）を直接的
に表すことができる指標で
あるか？

時間と費用をかけずに収集
できるデータに基づいた指標
であるか？

将来の長期にわたって継続
的に計測できる指標である
か？

測定者の裁量が入る余地
のない指標であるか？

意思決定や改善策を検
討する際に、戦略的に利
用することができる指標
であるか？

コンテナ船の就航船型 ○ ○ ○ ○ ○



2) 指標の選定カルテ（例-2）

5

指標の目的 より安くて・速いサービスの提供

アウトカム リードタイムの短縮

指 標 港湾における申請書類に占める港湾EDI利用率

指標の定義 Σ各港湾の港湾EDIを利用した年間申請件数(件数) ／Σ各港湾の年間申請件数(件数)

データソース 港湾管理者の管理データ

■リードタイムの構成について（輸入貨物の場合）

直接的 データ収集性 継続性 客観性 戦略的利用可能性

①貨物積み卸し時間 （入港→搬入）
△

（リードタイムの一部）

△
（関税局の調査（３年ごと）あり）

○ ○ ○

③通関処理時間 （申告→許可）
△

（リードタイムの一部）

△
（関税局の調査（３年ごと）あり）

○ ○ △

④平均リードタイム（入港→許可） ○
△

（関税局の調査（３年ごと）あり）
○ ○ ○

指標選定の条件

指 標

アウトカム（成果）を直接的
に表すことができる指標で
あるか？

時間と費用をかけずに収集
できるデータに基づいた指
標であるか？

将来の長期にわたって継
続的に計測できる指標で
あるか？

測定者の裁量が入る
余地のない指標である
か？

意思決定や改善策を検討す
る際に、戦略的に利用するこ
とができる指標であるか？

②申請手続き時間 （搬入→申告）
△

（リードタイムの一部）

△
（関税局の調査（３年ごと）あり）

○ ○ △

港湾EDI利用率 △ ○ ○ ○ ○

入港 ヤードへの搬入 申告 許可

②① ③

④

（通関） 入港～搬入 搬入～申告 申告～許可

26 36.8 4.3

0.0 50.0 100.0 150.0 200.0

平成１６年３月

出典：輸入手続きの所要時間調査（財務省関税局）

67.1(2.8日) （単位：時間）

（参考）輸入貨物の入港から引取までの期間



3) 指標（案）の選定

6

A.国民への説明責任・成果主義などへの対応
(1)より安くて・速いサービスの提供
〔指標- 1〕 大水深ﾀｰﾐﾅﾙにおける対象大型船舶の寄港比率

〔指標- 2〕 欧米との基幹航路にかかわる定期コンテナ船の就航船型
〔指標- 3〕 港湾の入出港諸手続における電子データ利用率

(2)より安全・安心なサービスの提供
〔指標- 1〕 耐震強化岸壁の整備進捗に関する指標

(3)より効率的な投資・有効的な港湾の利用の実現
〔指標- 1〕 港湾の貨物取り扱い状況に関わる指標

〔指標- 2〕 港湾の船舶利用状況に関わる指標

(4)より透明性の高い行政の実現
〔指標- 1〕 港湾の現地見学会への参加人数に関わる指標

〔指標- ○〕 現場の事務所による独自指標・・・必要に応じ追加

〔指標- ○〕 現場の事務所による独自指標・・・必要に応じ追加

〔指標- ○〕 現場の事務所による独自指標・・・必要に応じ追加

〔指標- ○〕 現場の事務所による独自指標・・・必要に応じ追加

（スケールメリットによる
より安いサービスの提供）

（時間短縮による
より速いサービスの提供）

現場の事務所による独自指標

B.より効率的な行政への対応
(1)より効率的・効果的な行政への対応
〔指標- 1〕 事業の施工に関わる予定進捗率の達成度
〔指標- 2〕
〔指標- 3〕

現場の事務所による独自指標（今後追加検討）




